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第二期成年後見制度利用促進基本計画について

現状と概要

○ 成年後見制度利用促進・権利擁護支援については、意思決定支援の推進など制度

の運用改善や、中核機関の整備など権利擁護支援の地域連携ネットワークづくりに

取り組んできた。

○ 今後は、令和４年３月に閣議決定された「第二期成年後見制度利用促進基本計

画」に基づき、地域共生社会の実現という目的に向け、本人を中心にした支援・活

動における共通基盤となる考え方として「権利擁護支援」を位置付けた上で、権利

擁護支援の地域連携ネットワークの一層の充実などの取組をさらに進める。

○ また、同計画に掲げられた「総合的な権利擁護支援策の充実」に向け、令和４年

度より「持続可能な権利擁護支援モデル事業」を開始し、権利擁護支援に係る施策

の具体化に向けた検討を行っている。
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第二期成年後見制度利用促進基本計画における
地域共生社会実現に向けた権利擁護支援の推進

○ 地域共生社会は、「制度・分野の枠や『支える側』と『支えられる側』という従来の関係を超えて、住み慣れた地域におい
て、人と人、人と社会がつながり、すべての住民が、障害の有無にかかわらず尊厳のある本人らしい生活を継続することがで
きるよう、社会全体で支え合いながら、ともに地域を創っていくこと」を目指すもの。

○ 第二期基本計画では、地域共生社会の実現という目的に向け、本人を中心にした支援・活動における共通基盤となる考え方
として「権利擁護支援」を位置付けた上で、権利擁護支援の地域連携ネットワークの一層の充実などの成年後見制度利用促進
の取組をさらに進める。

利用促進の取組は、権利擁護支援の地域連携ネットワークを通じて
推進されるべきもの。単に利用者の増加を目的とするのではなく、
制度の利用を必要とする人が、尊厳のある本人らしい生活を継続す
ることができる体制の整備を目指すものである。

成年後見制度利用促進

意思決定支援等による権利行使の支援や、虐待対応や財産上の不
当取り引きへの対応における権利侵害からの回復し支援を主要な
手段として、支援を必要とする人が、地域社会へ参加し、共に自
立した生活を送るという目的を実現するための支援活動。
地域共生社会実現を目指す包括的支援体制における本人を中心に
した支援・活動の共通基盤である。

権利擁護支援

3



◆成年後見制度等の見直しに向けた検討◆ ◆総合的な権利擁護支援策の充実◆

第二期成年後見制度利用促進基本計画における基本的考え方

制度改正の方向性等に関する指摘

○ 必要性・補充性の考慮

○ 三類型の一元化

○ 有期（更新）

○ 障害者権利条約の審査状況を踏まえた見直し

○ 本人が必要とする身上保護、意思決定支援等の内容の変化

に応じた円滑な交代

○ 公的な関与を強めた後見等の開始

市町村長の権限等に関係する指摘

○ 市町村長の関与する場面の拡大など地方公共団体に与えら

れる権限の拡充

○ 成年後見制度利用支援事業の見直し

日常生活自立支援事業等との連携、体制強化

○ 市町村の関与の下で、市民後見人養成研修修了者等によ
る意思決定支援によって、適切な生活支援等のサービス
（簡易な金銭管理、入院・入所手続支援等）が確保される
方策等の検討

○ 上記の意思決定支援等に際して、権利侵害や法的課題を
発見した場合に、司法による権利擁護支援を身近なものと
する方策の検討

新たな連携による生活支援・意思決定支援の検討

○ 他制度との連携の推進、実施体制の強化
○ 他制度等との役割分担の検討方法についての周知

都道府県単位での新たな取組の検討

○ 寄付等の活用による多様な主体の参画の検討
○ 公的な関与による後見の実施の検討

持続可能な権利擁護支援モデル事業

○ 地域共生社会の実現に向けて、権利擁護支援を推進する。福祉と司法の連携強化により、必要な人が必要な時に、

司法による権利擁護支援などを適切に受けられるようにしていく。

○ 障害の有無にかかわらず尊厳のある本人らしい生活の継続や本人の地域社会への参加等のノーマライゼーション

の理念を十分考慮し、成年後見制度の見直しに向けた検討を行う。

○ 成年後見制度以外の権利擁護支援策を総合的に充実させるため、意思決定支援等によって本人を支える各種方策、
司法による権利擁護支援を身近なものとする各種方策の検討を進め、これらの検討などに対応して、福祉制度・事

業の必要な見直しを検討する。
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○ 第二期基本計画期間（令和４年度～８年度）に2025年を迎え、認知症高齢者の増加などにより、成年後見制度の
利用を含む権利擁護支援のニーズの高まりが想定される。相続や不動産売却処分などの法律行為が必要な場合など、
成年後見制度による支援が必要な方が適切に制度を利用できるようにするとともに、広範な権利擁護支援ニーズに
対応していくためには、多様な主体の参画を得て、権利擁護支援に係る新たな連携・協力による支援体制を構築す
ることが肝要。一方で、寄付等の活用や民間団体等の参画を促す際には、利益相反関係が生じる可能性があるなど、

このような体制を全国的に拡大していくためには、予めルールやスキームを整理する必要がある。

○ 本事業では、自治体において、多様な主体の参画による権利擁護支援に係る連携・協力体制づくりをモデル的に

実施し、新たな支え合いの構築に向け、取組の効果や取組の拡大に向け解消すべき課題等の検証を行う。

支援困難な状態が終了した際には、
一般的な法人後見や市民後見人に移行

事業の概要・スキーム・実施主体等

○ 持続可能な権利擁護支援モデル事業

【実施主体：都道府県・市町村（委託可） 】
●３つのテーマに関して、多様な主体の参画を得ながら、利益相反関係等の課題の整理を含め、

既存の関係性や手法に限定しない持続可能な権利擁護支援の仕組みづくりを検討する。

[1]

[2]

①地域連携ネットワークにおいて、民間企業等が権利擁護支援
の一部に参画する取組

②簡易な金銭管理等を通じ、地域生活における意思決定を支
援する取組

③ [1]寄付等の活用や、[2]虐待案件等を受任する法人後見
など、都道府県・政令市の機能を強化する取組

取組例のイメージ取組例のイメージ

都道府県社協

都道府県

市町村社協 NPO法人

家族会・
当事者団体

金融機関等
民間事業者

法人後見・日常生活自立支援事業

社福法人

委託、補助

取組例のイメージ

一定の研修後に、委託を受けて事業に参画しサービスを提供

専門職などによる研修実施、専門相談、監査等のフォローアップ体制

都道府県内で圏域（島しょ部・
山間部など担い手が確保できな
い地域など）を限定して実施す
ることも可。

委託、補助

市町村

日常的金銭管理サービス
○介護保険サービス事業者
○信用金庫、生活協同組合
○金融機関や生命保険、
損害保険の子会社 等

意思決定サポーター
による社会生活上の
意思決定支援

○市民後見養成研修修了者
○当事者団体の方 等

本人

監督・支援団体
○成年後見・権利擁護・金銭管理に精
通した専門職の団体

○社会福祉協議会などの福祉関係団体

◎本人の見守り・預金の引き出
しや手続きの立ち合いなど、
本人の意思決定の支援

◎日常的な金銭管理のサポート

監督・後方支援 監督・後方支援

都道府県社協

都道府県

基金等のしくみ

委託、補助

本人

民間企業 地域住民 市町村社協 受任法人

○分配ルールの公表
○ルールに基づいた分配
○受領団体の公表

◎権利擁護支援

○地域の権利擁護
支援活動の広報 寄付、遺贈等

＜基 準 額＞ 1自治体あたり 5,000千円
＜補 助 率＞ 3/4

権利擁護支援について
社会課題の共有・参画方法の提示・支援の柔軟性確保

個人や一般的な法人後見では難しい
事案を受任できる組織体制を整備
＜支援員＞
○虐待等事案に対応できる専門職
○地域の市町村社会福祉協議会
○社会福祉法人 等

都道府県等 都道府県等社協

委託、補助

虐待対応等の専門性
を有する専門職団体

警察

精神保健福祉の
アドバイザー

市町村 相談・依頼

法人後見

持続可能な権利擁護支援モデル事業の概要

テーマ① テーマ② テーマ③

けん制しあう関係

5



日常的金銭管理サービス
○介護保険サービス事業者
○信用金庫、生活協同組合
○金融機関や生命保険、損害保険の子会社 等
※研修等を実施

簡易な金銭管理等を通じ、地域生活における意思決定を支援する取組

＜ スキームの全体イメージ ＞

○ 市町村の関与の下で、市民後見人養成研修修了者等による意思決定支援によって、適切な生活支援等のサービス（簡易な金銭

管理、入院・入所手続支援等）が確保される方策等を検討する取組。

○ 意思決定支援の場面において、権利侵害や法的課題を発見した場合、専門職が必要な支援を助言・実施する、市町村の関与を求め

るなど、司法による権利擁護支援を身近なものとする方策についても検討する。

○ このことにより、身寄りのない人も含め誰もが安心して生活支援等のサービスを利用することができるようにすることを目指す。

本人

◎本人を見守り、預金の引き出しに立ち合ったり、
重大な契約や入院・入所手続きの際、本人の意思
決定を支援したりする。

セットで関わることによ
り、横領や不正、関係性
の濫用を防止する

監督・支援団体

成年後見・権利擁護・金銭管理に精通した専門職の団体
社会福祉協議会などの福祉関係団体

監督・後方支援 監督・後方支援

地域共生

意思決定サポーターによる

社会生活上の意思決定支援
○市民後見人養成研修修了者
○当事者団体の方等
※研修等で養成

◎預かり金についての限度額等を設定した上で、
日常的な金銭管理をサポートする

市町村

補助 委託 養成の委託

テーマ②
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「持続可能な権利擁護支援モデル事業」実施自治体等説明会の開催

○ 第二期計画に基づき、総合的な権利擁護支援策の充実を図るため、厚生労働省では、令和４年度より「持続可能な権利擁護支

援モデル事業」を実施。

○ これに関して、モデル事業を実施予定の８自治体（２県・６市町）及びモデル事業に関心を持つ４７自治体（６都道府県・４

１市町村）を対象に説明会（会場とオンラインのハイブリット形式）を開催した。

○ 今後は、モデル事業の周知等を行うセミナーを各ブロック単位で開催する予定。

○ 1日目は、モデル事業の必要性や概要、留意点等を説明するとともに、実施予定の８自治体からの実施構想の報告・共有を実施。

○ 2日目は、モデル事業の着手に向けた計画づくりと多様な主体の参画を促すためのファンドレイジングに関する講義・演習を実施。

◆ 説明会の実施概要について

１日目 ２日目

１ 挨拶・趣旨等説明「総合的な権利擁護支援策を充実する必要性」 １ 講義「社会的インパクト志向の計画の作り方」

２ 行政説明「持続可能な権利擁護支援モデル事業の概要と事業実施

に当たっての留意事項」
２ 講義「福祉活動におけるファンドレイジング基礎知識」

３ 令和４年度「持続可能な権利擁護支援モデル事業」実施予定自治体

の事業実施構想について（報告）
３ 演習「インパクトゴール設定とロジックモデルづくり」

４ ミニ講義「利益相反と関係性注意事案について」 ー

５ 参加者によるグループ意見交換・質疑応答 ー

【テーマ①】地域連携ネットワークにおいて、民間企業等が権利擁護支援の一部に参画する取組

（実施予定自治体：２自治体）静岡県、取手市

【テーマ②】簡易な金銭管理等を通じ、地域生活における意思決定を支援する取組

（実施予定自治体：６自治体）長野市、豊田市、八尾市、藤沢市、黒潮町、古賀市

【テーマ③】寄付等の活用や、虐待案件等を受任する法人後見など、都道府県の機能を強化する取組

（実施予定自治体：１自治体）長野県

◆ 令和４年度「持続可能な権利擁護支援モデル事業」実施予定自治体

＜説明会の様子（会場2日目）＞

※令和４年７月末時点（説明会開始後に古賀市追加）。
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中核機関の整備状況
＜整備済（R3.10時点）：552市町村（31.7%）⇒ 整備済＋整備見込あり:1,089市町村（62.6%）＞【令和6年度末KPI：1,741市町村】

R3確定値

●中核機関等の整備状況、整備（予定）時期＜自治体規模別＞●中核機関の整備状況、整備（予定）時期＜全体＞

160

(9.2%)

266

(15.3%)

552

(31.7%)

159

26

328

470

170

49

279

283 84

224

238

27

27

1,045

(60.0%)

449

387

R1.10.1

R2.10.1

R3.10.1

中核機関の整備（予定）時期

整備済み R1年度、R2年度 整備予定

R3年度 整備予定 R4年度 整備予定

R5年度以降 整備予定 未定：行政内部で検討中（＊）

未定：審議会、協議会等の合議体において検討中（＊） 未定：具体的な検討なし

537(30.8%) 652(37.4%)

775(44.5%)

536(30.8%)

n=1,741

700(40.2%)

134

(25.7%)

203

(29.4%)

80

(32.4%)

108

(43.9%)

27

(77.1%)

49

(9.4%)

102

(14.8%)

55

(22.3%)

70

(28.5%)

8

(22.9%)

27

(5.2%)

46

(6.7%)

14

(5.7%)

15

(6.1%)

0(0.0%)

63

(12.1%)

99

(14.3%)

32

(13.0%)

15

(6.1%)

0(0.0%)

11

(2.1%)

32

(4.6%)

8

(3.2%)

12

(4.9%)

0(0.0%)

72

(13.8%)

79

(11.4%)

22

(8.9%)

14

(5.7%)

0(0.0%)

7

(1.3%)

9(1.3%)

2(0.8%)

0(0.0%)

0(0.0%)

159

(30.5%)

121

(17.5%)

34

(13.8%)

12

(4.9%)

0(0.0%)

1万人未満(522)

1～5万人未満(691)

5～10万人未満(247)

10～50万人未満(246)

50万人以上(35)

中核機関及び権利擁護センター等の整備状況、整備（予定）時期

中核機関整備済み 権利擁護センター整備済み

令和３年度 整備予定 令和４年度 整備予定

令和５年度以降 整備予定 未定：行政内部で検討中（＊）

未定：審議会、協議会等の合議体において検討中（＊） 未定

n=1,741
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参考
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